
第一〇二回

参第一号

　　　道路運送法の一部を改正する法律（案）

　道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）の一部を次のように改正する。

　第二十四条の二の次に次の一条を加える。

第二十四条の三　一般貨物自動車運送事業者は、有償で旅客の運送をしてはならない。た

だし、災害のため緊急を要するときその他やむを得ない事由がある場合であつて運輸大

臣の許可を受けたときは、この限りでない。

　第四十五条中第十三項を第十四項とし、第七項から第十二項までを一項ずつ繰り下げ、

第六項の次に次の一項を加える。

７　第二十四条の三の規定は、特定貨物自動車運送事業について準用する。

　第四十五条の二第三項中「前条第八項及び第九項」を「前条第九項及び第十項」に改め、

同条第七項を同条第八項とし、同条第六項中「左の」を「次の」に改め、同項を同条第七

項とし、同条第五項を同条第六項とし、同条第四項の次に次の一項を加える。

５　第二十四条の三の規定は、無償貨物自動車運送事業について準用する。

　第四十六条中「第二十四条の二第二項」の下に「、第二十四条の三」を加える。

　第七十九条第一項中「第四十五条第八項及び第九項」を「第四十五条第九項及び第十

項」に改める。

　第九十三条の見出しを「（登録の抹消）」に改め、同条第一項中「第四十五条の二第五

項から第七項まで」を「第四十五条の二第六項から第八項まで」に、「取消」を「取消

し」に、「まつ
、、
消」を「抹消」に改め、同条第二項中「まつ

、、
消」を「抹消」に改める。

　第九十五条中「第四十五条の二第五項から第七項まで」を「第四十五条の二第六項から

第八項まで」に改める。

　第九十八条に次の二項を加える。

２　第二十四条の三、第四十三条（第一号に係る部分に限る。）並びに第四十三条の二第

一項及び第二項の規定は、軽自動車を使用して貨物を運送する軽車両等運送事業につい

て準用する。

３　第百二十二条の二第一項（第二号に係る部分に限る。）及び第二項から第四項までの

規定は、前項において準用する第四十三条の規定による命令（事業の停止の命令に限

る。）について準用する。この場合において、第百二十二条の二第一項及び第二項中

「地方運輸局長」とあるのは、「地方運輸局陸運支局長」と読み替えるものとする。

　第百二十一条中「第四十三条、」を「第四十三条（第四十五条の二第三項及び第九十八

条第二項において準用する場合を含む。）、」に、「第四十五条の二第三項及び第百二条

第三項」を「第四十五条の二第三項、第九十八条第二項及び第百二条第三項」に改める。

　第百二十八条の二中「左の」を「次の」に改め、同条第二号中「及び第七十二条」を「、

第七十二条及び第九十八条第二項」に改める。



　第百二十八条の三中「左の」を「次の」に改め、同条第二号中「第百一条第一項」を

「第二十四条の三（第四十五条第七項、第四十五条の二第五項及び第九十八条第二項にお

いて準用する場合を含む。）又は第百一条第一項」に改める。

　第百三十条中「左の」を「次の」に改め、同条第二号中「第九十八条」を「第九十八条

第一項」に、「及び第百二条第三項」を「、第九十八条第二項及び第百二条第三項」に改

める。

　第百三十八条中「左の」を「次の」に改め、同条第二号中「第四十五条第七項、第十項、

第十二項若しくは第十三項、第四十五条の二第五項から第七項まで」を「第四十五条第八

項、第十一項、第十三項若しくは第十四項、第四十五条の二第六項から第八項まで」に改

める。

　　　附　則

　この法律は、公布の日から起算して一月を経過した日から施行する。ただし、第百二十

八条の三の改正規定は、公布の日から起算して一年を経過した日から施行する。



　　　　　理　由

　最近における軽自動車を使用する軽車両等運送事業者による運送の実態等にかんがみ、

軽車両等運送事業者等が有償で旅客を運送することを禁止するとともに、軽車両等運送事

業者に対し監督を強化すること等により、道路運送事業の適正な運営及び道路運送に関す

る秩序を確立する必要がある｡これが、この法律案を提出する理由である。


